
契約条項（案） 

奈良県農林部森林土木積算システムソフトウェアの賃貸借に関する契約書 

 

 奈良県（以下「甲」という。）と        （以下「乙」という。）は、奈良県農林部森林土

木積算システムソフトウェア（以下、「物件」という。）の賃貸借に関し、おのおの対等な立場におけ

る合意に基づいて、次の契約条項によって賃貸借契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行する

ものとする。 

 

（契約の目的） 

第１条 乙は本契約条項に従い、その所有にかかる別表「賃貸借物件明細」の物件を甲に対して賃貸

するとともに、その物件を別添「奈良県農林部森林土木積算システムソフトウェアの借入れに

かかる仕様書」（以下「仕様書」という。）の内容に従って誠実に保守するものとする。 

   なお、物件の仕様その他の条件は、この契約に定めるほか別添仕様書によるものとする。 

 

（物件の品名及び数量） 

第２条 物件の品名及び数量は、別表「賃貸借物件明細」のとおりとする。 

 

（賃貸借料） 

第３条 乙が甲に対して賃貸する物件の賃貸借料（保守料を含む。以下、賃貸借料という場合は、す

べて保守料を含む。）は、月額       円とする。 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税に相当する額 金      円を含む。） 

ただし、契約期間が月の途中から開始、又は、月の途中で終了したときは、当該月に掛かる

賃貸借料を日割り計算により算出するものとする。 

２ 取引に係る消費税及び地方消費税に相当する額は、消費税法第二十八条第一項及び第二十九

条、並びに地方税法第七十二条七十七、第七十二条の八十二及び第七十二条の八十三の規定に

基づき、第一項の賃貸借料に１００分の８を乗じて得た額とする。ただし、1 円未満の端数は

切り捨てるものとする。 

 

（予算の減額又は削除に係る契約の解除等） 

第４条 甲は、翌年度以降の甲の歳入歳出予算において、乙に支払うべき賃貸借料が減額又は削除さ

れたときは、契約を変更又は解除することができる。 

２ 甲が、前項の規定によりこの契約を変更又は解除したことにより、乙に損害を与えたときは、

乙は、当該損害の賠償を請求することができる。 

 

（賃貸借期間） 

第５条 賃貸借の期間は、平成３０年 ８月２２日から平成３５年 ８月２１日までとする。 

 

（物件の納入場所） 

第６条 物件の納入場所は、次のとおりとする。 

     奈良市登大路町３０番地  奈良県農林部森林整備課 他 

      （別添仕様書のとおり） 



（契約保証金） 

第７条 乙は、契約締結と同時に契約期間で発生する金額総額の１００分の１０に相当する額以上の

契約保証金を納付しなければならない。ただし、乙が次の各号の一に該当するものであるとき

は、甲は契約保証金を免除することができる。 

（１） 保険会社との間に県を被保険者とする履行保証保険契約を締結した者であり、その保険証

券を甲に寄託している者 

（２） 過去２年間に国又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約を数回以上にわた

って締結し、かつ、これらをすべて誠実に履行した者である等、将来契約を履行しないこと

となるおそれがないと認められる者 

２ 前項の契約保証金の納付は、次に掲げる担保の提供をもってこれに代えることができる。 

（１） 契約保証金に代わる担保となる有価証券 

（２） 銀行又は甲が確実と認める金融機関の保証を証する書面 

３ 乙が納付した契約保証金（その納付に代えて提供された担保を含む。）は、契約の履行後これ

を還付する。 

 

（賃貸借料の請求と支払い） 

第８条  乙は、賃貸借開始日の属する月の翌月以降に毎月、前月分の賃貸借料を甲に請求し、甲は

乙から提出された支払い請求書を受理した日から３０日以内に賃貸借料を支払うものとする。 

  ２ 賃貸借料には、この契約に要する費用、賃貸借物件の搬入、設置、調整及びこれに付随する

作業に要する経費並びに保守点検に要する費用を含むものとする。 

３ 賃貸借期間に 1 か月未満の端数が生じたとき、又は乙の責に帰すべき事由により甲が物件を

使用することができなかったときは、甲が乙に支払うべきその月分の賃貸借料金は、その月の

暦日数に基づく日割計算によって計算した額とする。ただし、日割計算に係る計算結果に１円

未満の端数が生じた場合は、円未満の額を切り捨てるものとする。 

 

（危険負担） 

第９条 納入前に物件に滅失毀損が生じた場合には、甲の責に帰すべき場合を除き、その滅失毀損は

乙の負担とする。 

２ 納入後に物件に滅失毀損が生じた場合には、乙の責に帰すべき場合を除き、その滅失毀損は

甲の負担とする。 

 

（瑕疵担保責任） 

第１０条 契約期間中、物件の隠れた瑕疵により、甲が積算システムを正常に使用できないときは、

乙の負担により、必要な補修及び交換等を行なうものとする。 

 

（損害賠償） 

第１１条 甲は、第１４条第一項各号による契約解除をした場合、及び物件に重大な欠陥が認められ、

積算システムを正常に使用できず、甲が業務遂行上損害を被ったときは、甲と乙が同意して

選出した第三者の損害に対する評価に基づき、乙に対してその賠償を請求することができる。 

 

（債権及び債務の相殺） 

第１２条 甲は、この契約により乙から甲に支払うべき債務が生じたときは、甲が乙に対し支払う賃

貸借料と相殺することができる。ただし、乙の支払うべき債務が甲の支払うべき金額を超え



るときは、乙は、その超過分について甲の指定する期限内に甲に納付しなければならない。 

 

（履行不能の場合の措置） 

第１３条 乙は、その責に帰することができない事由により、契約の全部若しくはその一部を履行す

ることができないときは、甲の承認を得て、当該部分についての義務を免れるものとし、甲

は当該部分についての賃貸借料の支払い義務を免れるものとする。 

 

（契約の解除） 

第１４条 甲は、次の各号の一に該当する場合においては、契約の全部またはその一部を解除するこ

とができる。 

（１） 乙が競争入札に関し、不正な行為をしたとき。 

（２） 乙がその責に帰する事由により賃貸借期間開始日に契約上の義務を履行しないとき、

又は履行する見込みがないと認められるとき。 

（３） 乙が正当の理由がないのに契約の履行の着手を遅延したとき。 

（４） 乙が契約の履行に関し、不正の行為をしたとき。 

（５） 乙が正当の理由がないのに検査、検収、監督等関係職員の職務の執行を妨げたとき。 

（６） 乙がこの契約に違反することにより、第一条に掲げる目的を達することができないと

認められたとき。 

（７） 乙が乙の都合により契約の解除を申し出たとき。 

（８） 乙が故意又は過失により甲に重大な損害を与えたとき。 

（９） 乙の役員等（法人にあっては役員（非常勤の者を含む。）、支配人及び支店又は営業所

（常時契約に関する業務を行う事務所をいう。以下同じ。）の代表者を、個人にあって

はその者、支配人及び支店又は営業所の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力

団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」とい

う。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。 

（10） 暴力団（法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営

に実質的に関与しているとき。 

（11） 乙の役員等が、その属する法人、自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で、又

は第三者に損害を与える目的で、暴力団又は暴力団員を利用しているとき。 

（12） 乙の役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等

直接的若しくは積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与しているとき。 

（13） 第１１号及び第１２号に掲げる場合のほか、乙の役員等が、暴力団又は暴力団員と社

会的に非難されるべき関係を有しているとき。 

（14） この契約に係る資材及び原材料の購入契約等の契約（以下「購入契約等」という。）

に当たって、その相手方が第９号から第１３号までのいずれかに該当することを知りな

がら、当該者と契約を締結したとき。 

（15） この契約に係る購入契約等に当たって、第９号から第１３号までのいずれかに該当す

る者をその相手方としていた場合（第１４号に該当する場合を除く。）において、本県

が当該購入契約等の解除を求めたにもかかわらず、それに従わなかったとき。 

（16） この契約の履行に当たって、暴力団又は暴力団員から不当に介入を受けたにもかかわ

らず、遅滞なくその旨を本県に報告せず、若しくは警察に届け出なかったと認められる

とき。 

２ 前項の場合、乙が損害を被ることがあっても、甲はその責を負わない。 



３ 甲は、第一項に基づき本契約を解除しようとするときは、事前にその理由を記載した書面に

より乙に通知するものとする。 

４ 甲が第一項の規定において、契約を解除した場合、乙は、契約金額の１００分の１０に相当

する額を違約金として甲の指定する期間内に納付しなければならない。 

５ 前項の違約金の請求は、別に損害賠償の請求を妨げるものではない。 

６ 第一項による契約の解除に伴う物件の返還に要する費用は、一切を乙が負担する。 

７ 甲は、第一項に定める場合のほか、契約の履行が完了しない場合において、特に必要がある

ときは、甲乙協議のうえ、契約を解除することができる。 

 

（権利義務の譲渡等） 

第１５条 乙は、甲がこの契約により使用している物件に対し、債権その他の担保権を設定してはな

らない。 

２ 乙は、この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は継承させてはならない。

ただし、予め書面による甲の承認を受けた場合はこの限りではない。 

 

（所有権の表示） 

第１６条 乙は、物件に自己の所有物である旨と管理責任者の表示をしなければならない。 

 

（立入権及び機密の保持等） 

第１７条 乙（乙の委託を受けた者を含む。以下、本条において同じ。）は、物件の納入、保守又は 

管理等のため、甲の承諾を得て物件の設置場所に立ち入る事ができる。この場合、立ち入 

る者は必ずその身分を証明する証票を着用しなければならない。 

  

（物件の設置） 

第１８条 乙（乙の委託を受けた者を含む。以下、本条において同じ。）及び乙が使用する者は、別

添仕様書に基づき、第６条に定める納入場所に物件を搬入し、設置、調整及びこれに付随す

る作業等を行い、物件が完全に作動することを確認のうえ設置するものとする。なお、設置

作業は賃貸借期間開始日前に完了し、甲による検収を受け、了承を得なければならない。 

２ 乙は、前項の設置後に甲の職員が物件の操作対応及び故障対策に初期対応ができるよう説

明又は研修を実施するものとする。 

 

（物件の返還） 

第１９条 乙は、賃貸借期間が終了したときは、甲からの申し出があった場合を除き、物件を撤去回

収するものとし、その費用を負担する。 

 

（物件の取替、改造及び追加） 

第２０条 甲は、物件の取替又は改造を希望するときは、予め文書をもって乙に協議するものとする。 

２ 物件の取替、改造及び追加に伴う費用や、その後に発生する費用及び賃貸借期間について

は、別途甲乙協議してこれを定める。 

 

（物件の使用管理） 

第２１条 甲は、善良な管理者の注意をもって物件を使用管理しなければならない。 

２ 乙は、甲の故意又は重大な過失によって物件の機能が低下し、又は損傷したことによって



被害が発生したときは、甲と乙が同意して選出した第三者の損害に対する評価に基づき、甲

に対してその賠償を請求することができる。 

３ 前項の場合、第九条において保険で補償される損害相当額に対しては、甲はその責任を免

れるものとする。 

４ 甲は、物件を第三者の権利の目的物とすることはできない。 

５ 甲は、物件を第６条に定める場所から移転する場合は、予め乙の承諾を得るものとする。 

 

（保守点検） 

第２２条 乙（乙の委託を受けた者を含む。以下、本条において同じ。）及び乙が使用する者は、甲

が積算システムを正常に使用できるよう、別添仕様書に基づき保守点検作業を実施するもの

とする。 

   ２ 乙及び乙が使用する者は、甲が特殊な保守点検を申し出たときは、これに応じるものとす

る。この場合に要した費用は、甲に請求できるものとする。 

   ３ 乙及び乙が使用する者は、甲の責に期すべき事由により、物件の修理又は調整の必要が生

じたときは、速やかに使用できる状態に復帰させるものとする。この場合に要した費用は、

甲に請求できるものとする。 

４ 乙及び乙が使用する者は、保守及び障害に対する復旧対応が完了した場合は、保守内容を

記載した書面を添付し、甲の承認を受けるものとする。 

 

（秘密保持及び個人情報の保護） 

第２３条 乙（乙の委託を受けた者を含む。以下、本条において同じ。）は、この契約による事務に

関して知り得た秘密を他に漏らしてはならない。また、これらの秘密を他の目的に利用して

はならない。 

２ 乙は、個人情報の取扱いについて、別記「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければなら

ない。 

３ 前二項の義務は、本契約が終了又は解除された後においても同様とする。 

 

（契約内容の変更） 

第２４条 甲及び乙は、必要があると認める場合は、協議のうえ、この契約の内容を変更することが

できる。 

 

（事情変更による契約金額の変更） 

第２５条 契約締結後において、経済情勢の激変等により、契約金額が著しく不適当と合理的に認め

られる場合は、その事情に応じ甲及び乙は、協議のうえ、契約金額を更改することができる。 

 

（管轄裁判所） 

第２６条 本契約に関する訴訟については、奈良地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 

（契約に係る経費） 

第２７条 本契約の締結にかかる経費については、乙の負担とする。 

 

（補則） 

第２８条 この契約書について疑義が生じた場合又はこの契約に定めのない事項については、甲乙協



議のうえ、これを定める。 

 

本契約の証として本書２通を作成し、甲乙双方が記名押印のうえ、各自１通を保有するものとす

る。 

 

平成３０年  月  日 

 

甲   住 所   奈良市登大路町３０番地 

 

氏 名   奈良県農林部長  山 本  尚     印              

 

 

 

乙   住 所    

 

    氏 名                                          印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別 記 

個人情報取扱特記事項 

 

（基本的事項） 

第１ 乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務の実施に当たっては、個人の権

利利益を侵害することのないように、個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

（秘密の保持） 

第２ 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。この契約が

終了し、又は解除された後においても、また同様とする。 

（収集の制限） 

第３ 乙は、この契約による事務を行うために個人情報を収集するときは、当該事務の目的を達成す

るために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

（目的外利用・提供の禁止） 

第４ 乙は、甲の指示がある場合を除き、この契約による事務に関して知り得た個人情報を契約の目

的以外の目的に利用し、又は甲の承諾なしに第三者に提供してはならない。 

（漏えい、滅失及びき損の防止） 

第５ 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失及びき損の防止その他の

個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（従事者の監督） 

第６乙は、この契約による事務を処理するために取り扱う個人情報の適切な管理が図られるように、

従事者に対して必要かつ適切な監督を行わなければならない。 

２ 乙は、この契約による事務に従事している者に対し、在職中及び退職後においても当該契約によ

る事務に関して知り得た個人情報を他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないこと、個

人情報の違法な利用及び提供に対して罰則が適用される可能性があることその他個人情報の保護

に関して必要な事項を周知しなければならない。 

（複写又は複製の禁止） 

第７ 乙は、この契約による事務を処理するために甲から引き渡された個人情報が記録された資料等

を甲の承諾なしに複写し、又は複製してはならない。 

（再委託の禁止） 

第８ 乙は、甲が承諾した場合を除き、この契約による事務については自ら行い、第三者にその取扱

いを委託してはならない。 

（資料等の返還等） 

第９ 乙は、この契約による事務を処理するために、甲から提供を受け、又は乙自らが収集し、若し

くは作成した個人情報が記録された資料等を、この契約の完了後、直ちに、甲に返還し、又は引き

渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときは、当該指示に従うものとする。 

（取扱状況についての指示等） 

第 10 甲は、必要があると認めるときは、随時、個人情報の取扱状況について、乙に対して、必要な

指示を行い、若しくは報告若しくは資料の提出を求め、又は調査をすることができる。この場合に

おいて、乙は、拒んではならない。 

（事故発生時における報告） 

第 11 乙は、この契約に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれのあることを知ったときは、速やか

に、甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

（損害賠償等） 

第 12 乙は、その責めに帰すべき事由により、この契約による事務の処理に関し、甲又は第三者に損

害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。再委託先の責めに帰すべき事由により、

甲又は第三者に損害を与えたときも、また同様とする。 

２ 甲は、乙がこの個人情報取扱特記事項の内容に反していると認めるときは、契約の解除又は損害

賠償の請求をすることができるものとする。 

 


